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①想定最大規模外力を対象とした洪水浸水想定区域図
を元にした洪水ハザードマップの策定・周知
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機関名 タイトル

四日市市 水防法改正に伴う防災マップ改正ワークショップ

四日市建設事務所 想定最大規模洪水に係る洪水浸水想定区域図の作成・周知

亀山市 令和2年度に洪水ハザードマップ作成

川越町 洪水ハザードマップの策定・周知

津市 洪水ハザードマップの作成

松阪市 我が家の「命を守る避難計画」の作成

多気町 総合防災訓練における防災マップの配布

明和町 想定最大規模の洪水ハザードマップ作成

伊勢市 県管理河川の洪水浸水想定区域公表に伴うハザードマップ更新

玉城町 ハザードマップの周知

大台町 避難勧告等発令基準の改正とハザードマップの作成配布

度会町 ハザードマップの策定・周知

大紀町 大内山川洪水ハザードマップの作成・周知

鈴鹿建設事務所 想定最大規模洪水を対象とする洪水浸水想定区域図の策定・公表

伊勢建設事務所 想定最大規模の降雨による浸水想定区域の把握



水防法改正に伴う防災マップ改正ワークショップ 概要 1/2
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住民ワークショップの実施概要

平成３０年度 鈴鹿川水系（鈴鹿川・内部川）のワークショップの様子 令和元年度 朝明川水系のワークショップの様子

 平成30年度は鈴鹿川水系（鈴鹿川・内部川）、令和元年度は朝明川水系
の対象地域で住民ワークショップにより、防災マップ（洪水ハザードマ
ップ）の作成、検討を実施した。また、令和２年度は三滝川・海蔵川水
系で実施を予定している。

 住民ワークショップは各地区にて3回実施

 地区防災組織を中心とし、多様な主体の参画を募る

四日市市



水防法改正に伴う防災マップ改正ワークショップ 概要 2/2
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四日市市

四日市市洪水ハザードマップ（鈴鹿川水系）

 単なるハザードマップという位置づけだけでなく、“自立ある防災”を地域で進められるような“リスクコミュニケーションツール”として位置づけ。

 四日市市民が、「ハザードマップ」を“主体的に活用”することで、“災害に向き合う姿勢”がこの地に暮らす上での“あたりまえ（住まう作法）”として根づいた

地域づくりを目指す。

四日市市防災カルテ

 今後の地域での“みんなで逃げる・みんなで備える

（地区防災計画の作成）”取組みのために、地区ご

との災害特性を分析し、各地区に応じた防災上、注

意すべき事項等をまとめた防災カルテを作成

 ワークショップで聴き

取った、災害に関する

記録や過去の災害発生

箇所、避難の際の危険

な箇所、地域に残した

い知識や知恵等を地図

に落とし込み掲載



天白川・鹿化川 洪水浸水想定区域図
（想定最大規模）

天白川・鹿化川 浸水継続時間図
（想定最大規模）

5.0m以上
2階が水没

3.0m
2階床面が浸水

0.5m
1階床上浸水

想定最大規模の洪水に係る洪水浸水想定区域図等の作成と周知

想定最大規模の降雨による洪水浸水想定区域図を作成し、市町に提供し、説明を行います。
・平成２７年水防法改定に伴い、洪水浸水想定区域図の対象降雨を河川整備において基本となる降雨（計画規模降雨）から想定し得る最大の規模（想
定最大規模）に拡充し指定・公表を行っています。

・今回から新たに浸水継続時間図、家屋倒壊等氾濫想定区域を作成し公表しています。
・天白川・鹿化川について令和元年5月に指定・公表をおこないました。これにより、朝明川ほか圏域内の５つの水位周知河川の全てについて指定・公表

が完了しました。
・水位周知河川以外の河川についても洪水浸水想定区域図の作成を進めており、鈴鹿川水系の内部川(県管理区間)・鎌谷川・足見川について、令和2年度

5月頃の公表を予定しています。

（四日市建設事務所）

鹿化川

天白川

鹿化川

天白川
 凡例

浸水した場合に想定される浸水の継続時間

市町境界

～12時間

～24時間（1日間）

～72時間（3日間）

～168時間（1週間）

～336時間（2週間）

河川等範囲

～672時間（4週間）

対象河川以外の氾濫による
浸水区域

浸水想定区域の検討対象区間

水位周知河川名 計画規模降雨 想定最大規模降雨

朝明川 平成20年7月15日指定 平成29年3月21日指定

三滝川 平成18年9月1日指定 平成29年9月22日指定

海蔵川 平成23年2月22日指定 平成29年9月22日指定

天白川 平成22年6月1日指定 令和元年5月7日指定

鹿化川 平成20年7月15日指定 令和元年5月7日指定

水位周知河川以外 計画規模降雨 想定最大規模降雨

内部川(県管理区間) 平成21年3月公表

鎌谷川 平成26年3月公表

足見川 令和2年5月公表（予定）

令和2年5月公表（予定）

四日市建設事務所
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重点項⽬３項⽬に関する取組 ⻲⼭市

1. 想定最⼤外⼒の洪⽔浸⽔想定区域図を基にした洪⽔ハザードマップの策定・周知
平成２６年に鈴⿅川に関する洪⽔ハザードマップを作成し、全⼾配布済。
その後の鈴⿅川の洪⽔浸⽔想定区域の⾒直し、新たに椋川、中ノ川の洪⽔浸⽔想定区域図の作成

に伴い、その情報を盛り込んだ洪⽔ハザードマップを令和２年度に作成。

2. ⼩中学校における⽔災害教育の実施
全⼩中学校における防災ノートを使⽤した防災学習の実施。

⼩学校にて総合的な学習の時間、理科、社会の授業で川が引き起こす
⽔災害と防災についての学習を実施。

かめやま防災ネットワーク（市⺠団体）をゲストティーチャーとして
招き、危険箇所タウンウォッチングや防災すごろく等を実施。

令和元年度開催の総合防災訓練に対象⾃治会の⼩、中学⽣が参加。
今年度以降も、⼩、中学⽣を地域の⼒として避難訓練、救助体験等に
参加いただき総合防災訓練を実施予定。

●

●

●

●

3. 要配慮者利⽤施設における避難計画の策定及び訓練の実施
地域防災計画に位置付けのある５施設について、避難確保計画を策定済みであり、計画に基づく

訓練の実施について呼びかけ及び⽀援を実施。

ブース⾒学の様⼦

防災授業の様⼦
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重点項目に関する取組

洪水ハザードマップの策定・周知

・想定最大外力の洪水浸水想定区域図に基づき、洪水ハザー
ドマップを作成し、全戸及び企業へ配布済
（ＨＰには、外国語（３か国語）のハザードマップも掲載）

・各地区講演会等で説明を行い周知を図っています。
・ハザードマップの更なる普及浸透、住民等の水害に対する危
機意識の醸成(じょうせい)等を図ることを目的に、生活空間であ
るまちなかにある電柱に海抜等情報を表示する取組を進めま
す。

要配慮者利用施設における避難確保計画及び訓練

・地域包括支援センターを中心に、町内介護保険事業者の連絡会議の場を借りて、
避難確保計画の未提出事業社もあることから、ハザードマップにより、町域の災害
リスク等の説明及び同計画の提出及び訓練の依頼を行っています。

川越町
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T s u C i t y

雲出川（直轄）流域、志登茂川流域、安濃川流域、相川流域

における洪水ハザードマップを作成し、地元住民への説明会を

開催後に関係流域へ全戸配布。

平成27年5月の水防法の改正で拡充して作成することとされた。法改正を受けて、平成28年度からハザードマップを作成する基

礎となる浸水想定区域については、想定し得る最大規模の降雨を前提とした区域に河川管理者である国交省（三重河川国道事務

所）、三重県において、各河川における洪水浸水想定区域の見直しが進められており、見直し後の洪水浸水想定区域図が津市へ

提出された際には、ハザードマップを作成・配布し、危険箇所等の周知を図る。

事業目的

平成３０年度まで

洪水ハザードマップ作成事業

※雲出川（国管理）流域における 洪水ハザードマップと住民説明会の様子

雲出川（県管理区間）流域と中ノ川流域の洪水ハザードマップ

を関係流域へ配布予定。今後も学習会等を通し、洪水ハザード

マップや洪水避難の心構えを周知していく。

令和元年度以降

※雲出川（県管理区間）、中ノ川流域洪水ハザードマップ 7

津市



〜松阪市防災ビジョン「災害時の⼈的被害ゼロ」を⽬指して〜

【重点項⽬①：ハザードマップの策定・周知】
【作成】
○国⼟交通省による⽔防法に基づく浸⽔想定区域公表を受け、平成30年度に
洪⽔ハザードマップ（櫛⽥川・雲出川）を作成。

○令和元年度は県による⽔防法に基づく浸⽔想定区域公表を受け、三渡川⽔
系、碧川⽔系、阪内川⽔系、⾦剛川⽔系の洪⽔ハザードマップを作成。
（令和2年3⽉完成、令和2年度出⽔期前に配布・説明会等を予定）

○想定最⼤規模の洪⽔に対応するため、指定緊急避難場所の⾒直しを⾏った。

【周知】
○令和元年度には、学校区単位で各⾃治会⻑へ説明会を開催し、洪⽔ハザード
マップの考え⽅や住⺠に対する啓発への⼿法について説明をした。また、⼩野江
地区では、地区防災訓練の機会に住⺠説明会を開催した。

令和元年11⽉20⽇ ⼩野江地区防災訓練

【周知】
○住⺠向け出前講座により、洪⽔ハザードマッ
プの⾒⽅や避難⾏動の考え⽅を説明し、
個々の住宅のハザード、建物構造等を確認
し、警戒レベルに応じてどう⾏動すべきかを、世
帯ごとに作成するワークショップにより、洪⽔リス
クの周知、避難⾏動の理解促進に努めている。
（これまでに3地区で実施）

松阪市
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多気町総合防災訓練
【多気町】重点項⽬（ハザードマップの策定・周知）

⽇ 時 ︓令和元年９⽉１⽇（⽇）９時〜12時
場 所 ︓多気町⺠⽂化会館ホール
参加者︓350⼈
内 容 ︓
• ライフライン企業における災害対策

（中部電⼒、ＮＴＴ）
• ⼤規模災害時における避難所疑似体験 など

防災マップを参加者全員に配布するとともに、防災
担当から警戒レベルとあわせて説明・周知

多気町
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想定最⼤洪⽔浸⽔想定区域図に基づき、平成30年度から浸⽔エリア内の
要配慮者施設をピックアップし、避難確保計画の作成・避難訓練の実施
の説明を実施
明和町内の該当施設 ２０施設
避難確保計画提出済施設 ２０施設

※未提出施設が１施設あったが、令和元年度に提出され全施設から提出された

重点項目に係る明和町における取組
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●要配慮者利⽤施設における避難確保計画の策定
及び訓練の実施について

明和町

想定最⼤規模のハザードマップの作成
国管理河川 櫛⽥川 （令和⼆年度に作成予定）
県管理河川 笹笛川、⼤堀川（令和元年度に作成）

●最⼤規模の洪⽔浸⽔想定区域図を基にした
洪⽔ハザードマップ作成



○県管理河川（13河川）の洪水浸水想定区域等の公表に伴
い、ハザードマップを更新

ハザードマップの更新

※ 外城田川洪水浸水想定区域図

公表の河川（13河川）
・五十鈴川
・五十鈴川派川
・有田川
・大堀川
・汁谷川
・勢田川（県管理河川）
・相合川
・外城田川
・桧尻川
・松下川
・宮川（県管理河川）
・横輪川
・笹笛川（明和町地内）
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伊勢市



〇避難確保計画の策定
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取組① 住民の避難対策

〇住民への情報提供

危機管理型水位計 （１河川） ３箇所

河川監視カメラのライブ映像配信（２河川） ３箇所

〇ハザードマップの周知 〔R元年度改訂〕

浸水区域内の１５施設へ要請・策定支援 （令和２年度から）

地域への防災講話等の実施

防災･まちづくりの研修会・先進地への視察

玉城町



取組① 防災･まちづくりの研修会・先進地への視察
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人と防災未来センター見学

取組① 地域への防災講話等の実施

町防災技術指導員による講話

玉城町



◎避難勧告等発令基準の改正とハザードマップの作成配布

・平成３１年３⽉に三重県が公表した、「宮川（上流部）洪⽔浸⽔想
定区域図」では、宮川ダム下流の⼀部において、洪⽔による浸⽔被害
が発⽣する懸念があり、万が⼀、想定最⼤規模の降⾬があった際の避
難体制の確保が課題となっていました。このことを受け、平成１６年
台⾵２１号による⼟砂災害を教訓に定められた現在の避難勧告等発令
基準に、洪⽔に係る発令基準を新たに追加し、令和２年度の出⽔期か
ら運⽤を開始します。

また、洪⽔ハザードマップを作成し、各世帯に配布し早期避難の⼀
助とします。

1

大台町
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①⼤台町避難勧告発令基準（改正前）（抜粋）
 平成１６年台⾵２１号災害の教訓から、住⺠の早期避難を誘導するとともに、⼤台町災害
対策本部において速やかに避難誘導体制をとるため、⼟砂災害に関する避難勧告等の発令
基準を定めるものとして整備したもの。

第１ 避難勧告発令の指標
⼟壌⾬量指数が２００を超えた場合において、概ね１時間後に当

該指数が３００に達すると予測される場合
第２ 関係機関から通報、情報提供があった場合
１）⼟砂災害警戒情報が発表された場合
２）記録的短時間⼤⾬を記録⼜は予想される通報があった場合
３）⼤⾬特別警報が発表された場合
など

⇒本町での発⽣リスクが⼤きい「⼟砂災害」に特化した内容

２

大台町
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②ダム放流等に係る避難勧告等の発令

（出典︓内閣府「避難勧告等に関するガイドライン②（発令基準・防災体制編）」）

３

大台町
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③避難勧告発令基準（改正後）（抜粋）
第１ 避難勧告発令の指標
⼟壌⾬量指数が２００を超えた場合において、概ね１時間後に当

該指数が３００に達すると予測される場合
第２ 関係機関から通報、情報提供があった場合
１）⼟砂災害警戒情報が発表された場合
２）記録的短時間⼤⾬を記録⼜は予想される通報があった場合
３）⼤⾬特別警報が発表された場合
４）異常洪⽔時防災操作（ただし書き操作）を⾏う旨の通報（３時
間前予告）があった場合 令和元年度に三重県と下流域市町で構築したホット

ラインによる情報を活⽤。洪⽔に係る発令基準に明
⽂化し、避難情報の適切な発表に努める。

※令和元年度に避難勧告発令基準を整備（一部改正）し、令和２年度でハザードマップを作成し配布する予定。

４

大台町
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18

度会町

①重点項⽬
ハザードマップの策定・周知について

• 既存のハザードマップは、毎年度実施の総合防災訓練や避難訓練に
て活⽤しており、住⺠の認識も⾼いものと考えています。

• 最⼤浸⽔想定区域については、⾃主防災会議、消防団会議等の場で
周知し、その後実施の総合防災訓練にて、印刷物を参加者⼀⼈ひと
りに配布し、⼟砂災害警戒区域等とあわせて住⺠周知を⾏いました。
※訓練⽋席者には、後⽇配布にて対応しました。

• 令和２年度に最⼤浸⽔想定区域、⼟砂災害警戒区域等を掲載したハ
ザードマップの作製を計画しています。
※県地域減災⼒強化推進補助⾦活⽤予定
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大紀町

取組・今後の予定（⼤紀町）

①ハザードマップの策定・周知
・今年度中に⼤内⼭川洪⽔ハザードマップを作成
・ハザードマップの全⼾配布、各地区での説明会を予定

②⽔災害教育
・町内⼩学校4校、中学校2学校で、防災学習・避難訓練等を実施
・⾃主防災組織との連携による訓練の実施
・⾃主防災組織での勉強会等の開催

③要配慮者の避難確保計画作成・訓練の実施
・ハザードマップの結果により要配慮者施設への⼾別訪問、避難確保計画作成

について説明
・各施設において避難確保計画を作成し、避難訓練を実施

④その他
・各地区での避難訓練の実施



洪水浸水想定区域図の策定・公表

・平成２７年水防法改定に伴い、洪水浸水想定区域図の対象降雨を河川整備において基本とな
る降雨（計画規模降雨）から想定し得る最大の規模（想定最大規模）に拡充し指定・公表を
行っています。

・今回から新たに洪水継続時間図、家屋倒壊等氾濫想定区域図を作成し公表しています。

芥川浸水想定区域図
水位周知河川 公表日

中ノ川

堀切川

釜屋川
令和元年5月7日

既往浸想図の改定

芥川

金沢川

田古知川

令和2年3月25日

公表日

公表資料
・洪水浸水想定区域図

（想定最大規模）（計画規模）
・洪水浸水想定区域図【浸水継続時間】

（想定最大規模）
・家屋倒壊等氾濫想定区域図

（氾濫流）（河岸浸食）

椋川

鈴鹿建設事務所
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６ 想定最大規模の降雨による浸水想定区域の把握

・洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保するため、浸水想定区域図を作成して公表
しました。

１）円滑かつ迅速な避難のための取組

Ｒ１年６月までに 公表
水位周知河川（５河川） その他河川（８河川）
・宮川 ・勢田川 ・有田川
・五十鈴川 ・汁谷川 ・松下川
・大内山川 ・横輪川 ・桧尻川
・外城田川 ・一之瀬川
・大堀川 ・相合川

Ｒ２年５月までに 公表
その他河川（８河川）
・江川（伊勢市）
・伊勢路川（南伊勢町）
・五ケ所川（南伊勢町）
・泉川（南伊勢町）
・河内川（南伊勢町）
・村山川（南伊勢町）
・小方川（南伊勢町）
・奥川（大紀町）

洪水浸水想定区域図作成河川位置図

伊勢建設事務所
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②小中学校における水災害教育の実施

22

機関名 タイトル

三重河川国道事務所 防災教育試行授業の実施

亀山市 小中学生を地域の力とする総合防災訓練

松阪市 親子で災害について考える体験型の親子防災学習会

度会町 防災ノートやハザードマップを活用した授業、タウンウォッチ

伊勢市 地域防災力向上に向けた活動、防災スイッチ訓練

玉城町 小学校区別の防災訓練の実施

大紀町 自主防災組織との連携による訓練の実施等

南伊勢町 関係機関が集う懇談会の実施、防災教育の実施



＜先行事例：沼津河川国道事務所 副読本・学習指導・発問計画＞

小中学校における水災害教育の実施 三重河川国道事務所

■平成29年3月に小中学校の学習指導要領等が改訂され、自然災害に関する内容が充実。
■令和２年度より小学校にて新学習指導要領の全面実施に向けて、防災教育の支援。
■各河川１校ずつ支援校として、先生方のアドバイスをいただきながら、身近な河川を題材として写真

やイラストを中心に構成した授業で活用できる副読本及び学習指導・発問計画を作成。

• 学校の授業内で教科書の代わりに活用できる地域の河川
を題材とした教材を作成。

＜先生方にヒアリングしながら「副読本・指導計画」を作成＞

先行事例を参考に

 防災教育の充実に係る取組の主旨説明
 事前ヒアリング（授業で活用しやすい教材について）

主旨説明＋ヒアリング

ヒアリング（指導計画・副読本骨子）

 教育課程で防災教育を取り入れた指導計画
 地域の河川や災害を題材にした副読本の骨子

ヒアリング（副読本・教員指導用資料）

 地域の河川や災害を題材にした副読本
 教員指導用資料（授業の流れ、発問計画、板書計画等）

試行授業の開催

 作成した教材を使用して、試行授業の実施
 授業後の改善事項等のヒアリング

（例）身近な川の周辺の特徴を想像
してもらう流域のイラスト

（例）教材の活用方法や授業校構成
案を示した指導計画

（例）各時限毎の流れや指導上のポイント、
発問例を示した発問計画

主体的な行動による避難の実現に向けて

＜学習指導・発問計画（例.鈴鹿川編）＞

＜副読本（例.鈴鹿川編）＞
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小中学校における水災害教育の実施 三重河川国道事務所

■作成した副読本、学習指導・発問計画を活用し、支援校の担任の先生において試行授業を実施。

■各学校の授業のカリキュラムにあわせ、時期やコマ数を設定。

■児童が地域の浸水状況をよりリアルに理解してもらうため、卓上模型やモンタージュ写真を活用。

河川名 学校名 学年 実施日時

鈴鹿川 鈴鹿市立
河曲小学校

4年生
2クラス

78名

①R1.10.8(3限目)
➁R1.10.18(5限目)
③R1.10.25(5限目)
④R1.10.29(3限目)

雲出川 津市立
香良洲小学校

4年生
１クラス

37名

①R1.7.16(3限目)
➁R1.7.17(2限目)

櫛田川 松阪市
てい水小学校

4年生
2クラス
40名

①R1.10.16(2限目)
➁R1.10.16(3限目)
③R1.10.16(4限目)

宮川 伊勢市立
豊浜西小学校

4年生
1クラス
21名

①R1.9.13(4限目)
➁R1.9.17(2限目)
③R1.9.24(5限目)
④R1.9.27(4限目)

伊勢市立豊浜西小学校
実施状況

松阪市立てい水小学校
実施状況

鈴鹿市立河曲小（10/25 3コマ目） 松阪市立てい水小（10/16 3コマ目）

＜卓上模型＞

＜モンタージュ写真＞

浸⽔深1mの様⼦

浸⽔深2mの様⼦
（ハザードマップの浸⽔深）
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重点項⽬３項⽬に関する取組 ⻲⼭市

1. 想定最⼤外⼒の洪⽔浸⽔想定区域図を基にした洪⽔ハザードマップの策定・周知
平成２６年に鈴⿅川に関する洪⽔ハザードマップを作成し、全⼾配布済。
その後の鈴⿅川の洪⽔浸⽔想定区域の⾒直し、新たに椋川、中ノ川の洪⽔浸⽔想定区域図の作成

に伴い、その情報を盛り込んだ洪⽔ハザードマップを令和２年度に作成。

2. ⼩中学校における⽔災害教育の実施
全⼩中学校における防災ノートを使⽤した防災学習の実施。

⼩学校にて総合的な学習の時間、理科、社会の授業で川が引き起こす
⽔災害と防災についての学習を実施。

かめやま防災ネットワーク（市⺠団体）をゲストティーチャーとして
招き、危険箇所タウンウォッチングや防災すごろく等を実施。

令和元年度開催の総合防災訓練に対象⾃治会の⼩、中学⽣が参加。
今年度以降も、⼩、中学⽣を地域の⼒として避難訓練、救助体験等に
参加いただき総合防災訓練を実施予定。

●

●

●

●

3. 要配慮者利⽤施設における避難計画の策定及び訓練の実施
地域防災計画に位置付けのある５施設について、避難確保計画を策定済みであり、計画に基づく

訓練の実施について呼びかけ及び⽀援を実施。

ブース⾒学の様⼦

防災授業の様⼦
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〜松阪市防災ビジョン「災害時の⼈的被害ゼロ」を⽬指して〜

【重点項⽬②：⽔災害教育】

【中学校防災教育】
学校によって洪⽔、⼟砂災害、津波といった⾃然災害リスクは様々であり、リスクに応じた防災講話、訓練を

実施しているところである。
⾵⽔害の講話として、平成30年7⽉豪⾬（⻄⽇本豪⾬）を事例に、倉敷市真備町の浸⽔想定区域と実

際の浸⽔箇所が重なっていたことなど、ハザードマップの重要性を説明した。

【親⼦防災学習会】
⼩学⽣を対象に、親⼦で災害についての体験型学習により、防災を考える機会を提供。
と き／令和元年8⽉4⽇ ところ／松阪公⺠館（SCマーム）
参加者／14組
＊防災クロスロード
＊⾮常⽤持出袋を考えよう
＊⾮常⾷体験
＊ロープ結索訓練
＊備蓄品使⽤訓練
＊搬送訓練 など

○災害を正しく恐れ、備えを促進するため、幼少期、⼩学⽣、中学⽣と段階に応じた防災教育を実施

松阪市

26
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度会町

②重点項⽬ ⽔災害教育
• ⼩・中学⽣への教育については「防災ノート」や「ハザードマップ」

を活⽤した授業、タウンウォッチ等を実施しています。

• 町備蓄⾷料を配布するなどし、備蓄の推進を⼦どもたちから各家庭に
広めてもらうようにしています。

• 学校で実施される訓練等に防災担当者が参加し、防災について話す機
会を設けています。



小学校での取組

［防災イベント開催状況］

＜防災スイッチ訓練の流れ＞

［動画イメージ］

各班(地区)毎で話し合い、
避難行動を始める「スイッチ」を共有。

雨雲レーダや河川の水位、被害状況等の動画に
て現在の確認しながら、防災スイッチシートに
行動をチェック

○いのちを守る防災訓練～あなたの防災スイッチを考えよう～
・開催日：令和元年6月15日（土）
・参加者：中島学区まちづくり協議会、中島小学校(5年･6年)、京都大学防災研究所、伊勢市、津地方気象台、三重河川国道事務所

 伊勢市の中島学区まちづくり協議会は京都⼤学防災研究所等の協⼒のもと、地域防災⼒向上に向けた
活動を平成24年度より実施。

 今年度は、⽔害を想定し、家族で⾏動するためのタイミングを児童と住⺠が⼀緒に考える防災スイッ
チ訓練を実施。

28
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取組② 小学校区別の防災訓練の実施 〔R元年度～〕

29

消火訓練

簡易トイレ
組み立て訓練

全体説明

ロープワーク訓練

玉城町
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大紀町

取組・今後の予定（⼤紀町）

①ハザードマップの策定・周知
・今年度中に⼤内⼭川洪⽔ハザードマップを作成
・ハザードマップの全⼾配布、各地区での説明会を予定

②⽔災害教育
・町内⼩学校4校、中学校2学校で、防災学習・避難訓練等を実施
・⾃主防災組織との連携による訓練の実施
・⾃主防災組織での勉強会等の開催

③要配慮者の避難確保計画作成・訓練の実施
・ハザードマップの結果により要配慮者施設への⼾別訪問、避難確保計画作成

について説明
・各施設において避難確保計画を作成し、避難訓練を実施

④その他
・各地区での避難訓練の実施



●小中高等学校における防災教育の実施 （防災課所管）

○毎年2回、教育長はじめ、南伊勢町小中高等学校の教頭先生及び先生、教育委員会、子育て・福
祉課、防災安全課と懇談会を実施

【目的】
（1）南伊勢町の児童生徒に地震や津波、台風等の災害時に自分の身は自分で守る力をつける。

（2）教職員の危機管理意識を高め、自立的に防災教育をすすめる体制をつくる。

（3）学校間、町防災安全課等と情報を共有することで各々の役割を自覚し、より安全な町づくりの一端を担う。

【内容】
（1）防災教育に関する交流（各校から）

・各校の今年度の防災教育計画

・避難訓練及び二次避難所について

（2）町防災訓練への子ども達の参画に向けて

（3）防災事業について（防災安全課より）

（4）事務職員部から

（5）その他

役場防災安全課との懇談会

南伊勢町
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●小中高等学校における防災教育の実施 （防災課所管）

南伊勢高校南勢校舎防災特別授業小中学校防災訓練の様子防災教育の様子

南伊勢町
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③要配慮者利用施設における避難計画の策定
及び訓練の促進

33

機関名 タイトル

鈴鹿市 要配慮者利用施設における避難計画の策定

松阪市 要配慮者利用施設に対する研修会

大台町 避難確保計画の策定、避難訓練の実施

亀山市 避難確保計画に基づく訓練実施の支援

四日市市 有識者による基調講演会の実施、職員による計画作成の説明

川越町 要配慮者利用施設における避難確保計画及び訓練

津市 津市一斉避難訓練の実施

明和町 避難確保計画の作成・避難訓練の実施説明

伊勢市 避難確保計画の策定、避難訓練の実施

度会町 土砂災害警戒区域内の対象施設における計画策定

大紀町 避難確保計画の策定、避難訓練の実施

南伊勢町 要配慮者利用施設における避難訓練



鈴⿅川⽔系周辺の減災の為の取組状況について

○要配慮者利⽤施設における避難計画の策定
実施主体︓鈴⿅市，市内の要配慮者利⽤施設
主な内容︓

・平成２９年６⽉１９⽇に⽔防法（及び⼟砂災害防⽌法）が
改正され，洪⽔・⼟砂災害の危険がある要配慮者利⽤施設の
避難確保計画の策定が義務化された。
・鈴⿅市の対象施設は４９施設から５９施設となり，計画の
策定状況は，５７施設（策定率︓９６．６％）【令和２年４
⽉１⽇現在】

○鈴⿅市河川防災センターにおける⼟のう訓練
実施主体︓三重県建設業協会 鈴⿅⽀部【鈴⿅市参加】
実施場所︓河川防災センター，市内地区市⺠センター
内容 ︓出⽔期を前に⽔害対策のための⼟のう作成訓

練及び⼟のう配備箇所⼀⻫点検を実施
開催⽇︓令和２年６⽉２２⽇

避難確保計画のイメージ
写真は令和元年度のもの
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〜松阪市防災ビジョン「災害時の⼈的被害ゼロ」を⽬指して〜

【重点項⽬③：避難確保計画作成・訓練の実施】
【講習会プロジェクト】
⽔防法・⼟砂災害防⽌法に基づき、地域防災計画へ位置づけ

た要配慮者利⽤施設に対し、作成を促進するために通知を⾏い、
併せて国⼟交通省三重河川国道事務所、三重県、松阪市が共
催で研修会を⾏った。
と き／令和元年8⽉21⽇（⽔）
ところ／嬉野保健センター
参加者／136名
講習1 避難確保計画作成の必要性について
講習2 ⽔害リスクに関する最近の動向について
講習3 避難確保計画の作成⽅法
講習4 ⼟砂災害に関する避難確保計画の作成について
講習5 警戒レベルと避難⾏動について

【策定率】
178／232施設が策定済（令和2年1⽉1⽇時点で76.7％）

【令和２年度の課題】
○県管理河川の洪⽔ハザードマップの公表に合わせ、新たに対象
となる要配慮者利⽤施設に対し、通知を⾏う。

○未作成の施設に対し、個別訪問等を含め作成を促進する。
○施設が実施する防災訓練への助⾔、⽀援等を⾏う。

松阪市
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２．避難確保計画策定の取組み
・平成２９年９月 施設の施設長等への説明会を開催

①土砂災害防止法の改正による避難確保計画を

作成する義務

②土砂災害を想定した避難訓練の実施義務

③利用施設の災害時相互応援

・平成３０年中 未提出施設への策定依頼（電話）

・令和元年６月 未提出施設への策定依頼（文書）

１．対象となる施設

※土砂災害警戒区域内にあって、地域防災計画に位置付けられている施設

区分 施設数

社会福祉施設等 １２施設

学校・保育園等 ７施設

合計 １９施設
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４．避難訓練の実施状況（令和元年度中）

３．計画の提出状況（令和元年12月末時点）

※訓練実施施設については、令和2年3月までに実施予定の施設を含む。

区分 施設数 提出済施設数 提出率

社会福祉施設等 １２施設 １２施設 100％

学校・保育園等 ７施設 ７施設 100％

合計 １９施設 １９施設 100％

区分 施設数 訓練実施施設 実施率

社会福祉施設等 １２施設 １０施設 83.3％

学校・保育園等 ７施設 ７施設 100％

合計 １９施設 １７施設 89.5％

５．今後の取組み

今年出水期までに各施設に対し、避難確保計画に基づいた訓

練を実施するよう文書にて依頼する。
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重点項⽬３項⽬に関する取組 ⻲⼭市

1. 想定最⼤外⼒の洪⽔浸⽔想定区域図を基にした洪⽔ハザードマップの策定・周知
平成２６年に鈴⿅川に関する洪⽔ハザードマップを作成し、全⼾配布済。
その後の鈴⿅川の洪⽔浸⽔想定区域の⾒直し、新たに椋川、中ノ川の洪⽔浸⽔想定区域図の作成

に伴い、その情報を盛り込んだ洪⽔ハザードマップを令和２年度に作成。

2. ⼩中学校における⽔災害教育の実施
全⼩中学校における防災ノートを使⽤した防災学習の実施。

⼩学校にて総合的な学習の時間、理科、社会の授業で川が引き起こす
⽔災害と防災についての学習を実施。

かめやま防災ネットワーク（市⺠団体）をゲストティーチャーとして
招き、危険箇所タウンウォッチングや防災すごろく等を実施。

令和元年度開催の総合防災訓練に対象⾃治会の⼩、中学⽣が参加。
今年度以降も、⼩、中学⽣を地域の⼒として避難訓練、救助体験等に
参加いただき総合防災訓練を実施予定。

●

●

●

●

3. 要配慮者利⽤施設における避難計画の策定及び訓練の実施
地域防災計画に位置付けのある５施設について、避難確保計画を策定済みであり、計画に基づく

訓練の実施について呼びかけ及び⽀援を実施。

ブース⾒学の様⼦

防災授業の様⼦
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39

四日市市要配慮者利用施設における避難確保計画の作成促進事業について
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重点項目に関する取組

洪水ハザードマップの策定・周知

・想定最大外力の洪水浸水想定区域図に基づき、洪水ハザー
ドマップを作成し、全戸及び企業へ配布済
（ＨＰには、外国語（３か国語）のハザードマップも掲載）

・各地区講演会等で説明を行い周知を図っています。
・ハザードマップの更なる普及浸透、住民等の水害に対する危
機意識の醸成(じょうせい)等を図ることを目的に、生活空間であ
るまちなかにある電柱に海抜等情報を表示する取組を進めま
す。

要配慮者利用施設における避難確保計画及び訓練

・地域包括支援センターを中心に、町内介護保険事業者の連絡会議の場を借りて、
避難確保計画の未提出事業社もあることから、ハザードマップにより、町域の災害
リスク等の説明及び同計画の提出及び訓練の依頼を行っています。

川越町
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T s u C i t y

要配慮者利用施設における避難確保計画作成促進について

平成２９年度のモデル事業 平成３０年度のモデル事業

浸水区域内の施設の見直しを行い、計画作成・訓練実施に向けた支援を継続していく

前期、後期にわけて講習会を実施 水害を想定した「津市一斉避難訓練」を実施

水災害を対象とした要配慮者利用施設に係る「避難確保計

画」の実効性を高めるため、「津市からの訓練情報の提供」を

きっかけとして、市内の参加施設が同じ時間帯に避難訓練に取

り組む「一斉避難訓練」を実施

一斉避難訓練概要

市内の老人ホームなど２３施設が参加
41
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重点項目に係る明和町における取組

42

明和町

想定最⼤洪⽔浸⽔想定区域図に基づき、平成30年度から浸⽔エリア内の
要配慮者施設をピックアップし、避難確保計画の作成・避難訓練の実施
の説明を実施
明和町内の該当施設 ２０施設
避難確保計画提出済施設 ２０施設

※未提出施設が１施設あったが、令和元年度に提出され全施設から提出された

●要配慮者利⽤施設における避難確保計画の策定
及び訓練の実施について

想定最⼤規模のハザードマップの作成
国管理河川 櫛⽥川 （令和⼆年度に作成予定）
県管理河川 笹笛川、⼤堀川（令和元年度に作成）

●最⼤規模の洪⽔浸⽔想定区域図を基にした
洪⽔ハザードマップ作成



浸水区域内における要配慮者利用施設の避難確保
計画の提出及び避難訓練の実施状況について

○避難確保計画の提出

１９７施設中、１４０施設提出済、１５施設完了

○避難訓練

１９７施設中、９施設実施

※今後、未提出、修正中の施設へ連絡を行う。

要配慮者利用施設における避難確保計画の策定と避難訓練の実施

43
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度会町

③重点項⽬
要配慮者利⽤施設の避難確保計画作成・訓練の実施

• 最⼤浸⽔想定区域内に要配慮者利⽤施設はありません。

• ⼟砂災害警戒区域内の施設については、令和元年度中に計画を
策定予定です。

• なお、計画を活⽤した訓練については、令和２年度から実施予定です。
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大紀町

取組・今後の予定（⼤紀町）

①ハザードマップの策定・周知
・今年度中に⼤内⼭川洪⽔ハザードマップを作成
・ハザードマップの全⼾配布、各地区での説明会を予定

②⽔災害教育
・町内⼩学校4校、中学校2学校で、防災学習・避難訓練等を実施
・⾃主防災組織との連携による訓練の実施
・⾃主防災組織での勉強会等の開催

③要配慮者の避難確保計画作成・訓練の実施
・ハザードマップの結果により要配慮者施設への⼾別訪問、避難確保計画作成

について説明
・各施設において避難確保計画を作成し、避難訓練を実施

④その他
・各地区での避難訓練の実施



●要配慮者利用施設における避難訓練 （高齢者支援課所管）

認知症対応型共同生活介護施設の避難訓練の様子 障害福祉サービス事業所の避難訓練の様子

○災害対応能力の弱い避難行動要支援者は、災害の犠牲者になる可能性が高いため、各施設に
よる避難訓練（地震・津波）が積極的に実施されています。

南伊勢町
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④水害からの高齢者の避難行動
の理解促進に向けた取組

47

機関名 タイトル

三重河川国道事務所
高齢者と接するケアマネジャー等への
水害リスクに関する講習会実施

朝日町 避難行動要支援者の個別計画作成に向けた取組

多気町 自分を守る生活～日ごろの運動が役に立つ～

伊勢市 避難行動要支援者制度、「防災ささえあい名簿」の仕組み

松阪市 避難行動要支援者名簿の活用に向けたモデル地区での取組

度会町 自主防災組織の協力を得た避難行動を促す仕組みづくり



水害からの高齢者の避難行動の理解促進に向けた取組 三重河川国道

■防災・減災への取組実施である河川管理者や防災部局と高齢者福祉部局とが連携し、水害からの
高齢者の避難行動の理解促進に向けた取組を実施

■高齢者と接するケアマネージャ等に地域の水害リスクを理解してもらう説明会を実施。
■市の福祉部局より紹介いただいた既存の講習会の場を活用。

• 対象者は、松阪市、多気町、明和町、大台町における地域密着型
サービス事業所及び居宅介護支援事業者に対する集団指導

• 一部時間をいただき、水害リスク及び高齢者の避難行動に対する理
解促進のための防災と福祉との連携の必要性について説明を実施。

• 松阪市の防災部局も避難確保計画の作成について説明を実施。

R1.7.30 松阪地区介護保険サービス事業者等集団指導

R1.8.21 要配慮者利用施設の避難確保計画作成講習会（松阪市）

• 標記講習会の中で、普段高齢者と接する介護施設の方々に水害リス
クについて説明を実施。

• 三重県や松阪市の防災部局とも連携

地域包括支援センターとの連携

• 津市の各地域包括支援センターのセンター長が出席する定例会に出
席

• センター長に近年の水害や地域のリスクについて説明
• 個別に話をいただいた地域包括支援センターに出向き、講座を実施
• 津市の防災部局とも連携し、所属するケアマネージャ等に水害関す
る理解を深めてもらうよう講座を実施。

共助の取組の前段として、ケアマネージャ等ご本
人の自助の備えを確認

自助の理解を深めた後、高齢者と接する中で少し
ずつ地域の水害のリスクを伝える機会を増加。

高齢者福祉部局や地域包括支援センターの方々と連
携し、高齢者の避難行動に関する理解促進を図る。

開催状況

開催状況

三重河川国道事務所
調査課

松阪市
防災対策課

津市 防災室

三重河川国道事務所
調査課

開催状況
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【モデル地区にて制度及び個別計画作成についての説明】
１）実施日時

令和２年１月１８日(土) １８：００～
２）実施地区名

朝日ヶ丘自治区
３）概要
モデル地区にて対象者（同意者）の個別計画を作成し
ノウハウの習得及び課題等を解決後、全地区に展開予定。

高齢者等の避難行動の理解促進に向けた取組

【マニュアル、名簿作成】
• H28年度
 「朝日町避難行動要支援者避難行動援助プラン（全体計

画）」作成
 要支援者名簿作成
• H29年度
 「福祉避難所運営マニュアル（保健福祉センター）」作成

■福祉避難所運営マニュアル作成 ワークショップの様子

■制度及び個別計画作成説明会の様子（班長会）

【避難支援等関係者（団体）への説明・協力依頼】
• 民生児童委員協議会
• 自治区長会
• 老人会
• 消防団

【要綱策定、対象者意思表示確認】
• H30年度（令和1年度）
 「朝日町避難行動要支援者名簿作成等に関する要綱」策定
 制度登録及び名簿情報提供に関する意思表示確認（きずな

防災カード郵送）

⬤これまでの経緯、今後の予定

朝日町
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⾃分の健康管理やふれあいを通して、いき
いき暮らすことを⽬的に、各⾃治会の集会
所で概ね⽉1回、地域の⾼齢者が集まり元

気になれる場を提供

さわやか広場（社協事業）

地域包括⽀援センター
⾼齢者が⾃分の⾜で避難所へ⾏くことがで
きるよう⾝体機能維持のための簡単な体操
などを実施。あわせて、警戒レベルの説明
も実施した。
• 町内48⾃治会で実施（実施率98%）、
参加者470⼈

「⾃分を守る⽣活〜⽇ごろの運動が役に⽴つ〜」
【多気町】⾼齢者等の避難⾏動の理解促進に向けた取組

多気町
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（改正前）災害要援護者登録制度

○平成25年度～令和元年8月までの制度概要〇

避難行動要支援者

在宅生活をしており、次の①～⑧のいずれかに該当する人

①65歳以上のひとり暮らし高齢者

②75歳以上の高齢者のみで構成される世帯の人

③要介護３以上の認定を受けている人

④身体障害者手帳
（肢体・内部障がい１～２級、視覚・聴覚障がい１～３級）の交付を受けている人）

⑤療育手帳（程度区分Ａ１、Ａ２) の交付を受けている人

⑥精神障害者保健福祉手帳（１級）の交付を受けている人

⑦特定医療（指定難病）受給者証の交付を受けている人の
うち人工呼吸器などを装着している人

⑧これらに準じる状態で、自ら支援が必要であることを申し
出た人

施設・病院などへの長期入所・入院の人は対象外

災害時要援護者登録台帳

（上記の①～⑦のいずれかに該当する人のうち）

自分や家族の支援だけでは避難をすることが困難で、
避難支援等関係者に個人情報を提供することについ
て同意をし、市へ申請した人

「避難行動要支援者名簿」
・対象者要件に該当する人を抽出し作成する。

・名簿は市が保管し、災害時等に生命又は身体を保護する
ために特に必要がある時には、同意の有無に関わらず関
係機関へ提供する。

「災害時要援護者登録台帳」

・申請書（同意書）に基づき、市が作成する。
（手上げ方式）

・名簿は、平常時から避難支援等関係者へ提供する。

「避難支援等関係者」（災害時要援護者登録台帳の提供先)

●自治会、自主防災組織
●民生委員・児童委員
●消防団
●地域包括支援センター
●三重県聴覚障害者支援センター(聴覚障がいのある人のみ)

制度年表
平成21年度 制度開始
平成25年度 制度改正
令和元年９月 制度改正
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避難行動要支援者

在宅生活をしており、次の①～⑦のいずれかに該当する人

①75歳以上の高齢者のみで構成される世帯の人

②要介護３以上の認定を受けている人

③身体障害者手帳
（肢体・内部障がい１～２級、視覚・聴覚障がい１～３級）の交付を受けている人）

④療育手帳（程度区分Ａ１、Ａ２) の交付を受けている人

⑤精神障害者保健福祉手帳（１級）の交付を受けている人

⑥特定医療（指定難病）受給者証の交付を受けている人の
うち人工呼吸器などを装着している人

⑦これらに準じる状態で、自ら支援が必要であることを申し
出た人

施設・病院などへの長期入所・入院の人は対象外

防災ささえあい名簿

（改正後）避難行動要支援者制度

「避難行動要支援者名簿」
・対象者要件に該当する人を抽出し作成する。

・名簿は市が保管し、災害時等に生命又は身体を保護する
ために特に必要がある時には、同意の有無に関わらず関
係機関へ提供する。

「防災ささえあい名簿」

・同意書に基づき、市が作成する。（市から同意書を送付）
（手上げ方式＋同意方式）

・名簿は、平常時から避難支援等関係者（防災ささえあい
名簿の提供先）へ提供する。

「避難支援等関係者」（防災ささえあい名簿の提供先)

●自治会、自主防災組織
●民生委員・児童委員
●消防団
●社会福祉協議会
●地域包括支援センター
●警察
●三重県聴覚障害者支援センター(聴覚障がいのある人のみ)

●障害者相談支援センター (障害者手帳保持者のみ)

名簿提供はしないが、必要に応じて情報機関を行う機関

◆介護ｻｰﾋﾞｽ事業者 ◆特定相談支援事業者(障害者手帳保持者のみ)

（上記の①～⑦のいずれかに該当する人のうち）

自分や家族の支援だけでは避難をすることが困難で、
避難支援等関係者（防災ささえあい名簿の提供先）に
個人情報を提供することについて同意をした人

情報共有部署
消防本部

○令和元年9月からの制度概要〇
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「防災ささえあい名簿」の仕組
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（現行制度）「避難行動要支援者制度」について

１．制度概要

高齢者や障がいのある人など、災害時に支援が必要と思われる人（避難行動要支援者）の名簿

を、市があらかじめ作成します。

その名簿に登録された人のうち、自分や家族の支援だけでは避難することが困難な人で、情報提

供に同意した人の名簿を『防災ささえあい名簿』とし、避難支援等関係者に平常時から提供し

ます。

避難支援等関係者は『防災ささえあい名簿』をもとに、日頃の見守りや地域で行う防災訓練

などを通じて、災害時に円滑に避難支援等が実施できる支援体制づくりのために活用します。

また、災害時の避難支援等を実効性のあるものとするため、一人ひとりの具体的な支援の計画

「個別避難計画」を本人や家族または地域の協力により作成します。

制度年表
平成21年度 「災害時要援護者登録制度」開始
平成25年度 「災害時要援護者登録制度」改正
令和元年9月 「避難行動要支援者制度」へ名称を改め制度内容を一部改正

○高齢者等の避難行動に理解促進に向けた取組
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〜松阪市防災ビジョン「災害時の⼈的被害ゼロ」を⽬指して〜

【重点項⽬⑤：⾼齢者等の避難⾏動の理解促進に向けた取組】
令和元年度は、⻄⿊部、鵲、⼤⽯地区をモデル地区とし、避難⾏動要⽀援者名簿（同意者名簿）を地

区へ提供し、その活⽤に向けた取り組みを進めている。
（⻄⿊部地区）
地区が主催する津波避難訓練に避難⾏動要⽀援者の本⼈や家族が参加するよう、避難⾏動要⽀援者名

簿を活⽤して参加の呼びかけを⾏った。
（鵲地区）
避難⾏動要⽀援者を地区で⽀援していく「防災隣組」等を検討するキックオフとして、⾃治会単位でワーク

ショップを開催した。（DIGを⾏い、具体的な⽀援策をイメージ・理解してもらうワークショップ。）
（⼤⽯地区）
令和元年度に地区防災計画（⼤⽯地区⼟砂災害タイムライン）を策定し、⽀援体制を検討してきた。令

和２年度は⼤⽯地区⼟砂災害タイムラインをもとに、個々の避難計画作成及び要⽀援者⽀援に繋げていく。

松阪市

55



56

度会町

⑤⾼齢者等の避難⾏動の
理解促進に向けた取組

• 避難⾏動要⽀援者として名簿及び個別計画を策定しています。

• 計画には⽀援者を設定し、⾃主防災組織の協⼒を得て避難⾏動を促す
仕組みづくりに取り組んでいます。

• 町総合防災訓練では、⾃主防災組織が名簿・計画を基に、要⽀援者宅
を訪問し、付き添い避難や声かけをするなどのメニューを実施してい
ます。また近年実施する、周知なしの避難訓練においても、このメ
ニューを⾃主的に実施される組織があります。

• なお、災害対策本部設置時は要⽀援者であって、危険区域内に住まれ
る⼈等については、⾃主防災組織と協⼒し、訪問、電話にて避難を促
しています。



⑤その他取組方針に係る取組事項
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機関名 タイトル

三重河川国道事務所

・簡易型河川監視カメラの設置
・排水計画の作成
・水害リスクラインによる水位情報の提供
・SNS・AI技術を活用した住民避難・水防活動支援プロジェクト

津地方気象台
・防災気象情報の改善
・土砂災害に対する警戒体制の整備

鈴鹿市 ・鈴鹿市河川防災センターにおける土のう訓練

・避難勧告等の判断・伝達マニュアルの改訂

・河川監視カメラの設置

・自主防災組織の強化・活性化

・水位標の設置

亀山市
・椋川カメラの運用
・総合防災マップの作成

川越町 ・防災カメラでの情報周知・防災訓練の実施

津建設事務所 ・危機管理型水位計の設置

伊勢建設事務所
・危機管理型水位計及び量水標等の整備
・簡易型河川監視カメラの整備

松阪市
・防災情報システム・被災者台帳システムの構築
・IP無線機の配備

伊勢市 ・危機管理型水位計の設置
玉城町 ・防災行政無線の更新

度会町 ・雨量計の新設

(参考)鈴鹿市、伊勢市 ・広報誌の紹介

菰野町

南伊勢町



現場実証の状況(簡易型河川監視カメラ)

①簡易型河川監視カメラの設置 三重河川国道事務所

 近年の豪⾬災害では、洪⽔の危険性が⼗分に伝わらず、的確な減災⾏動に つながっていないこ
とが課題。

 機能を限定した低コストの簡易カメラ（簡易型河川監視カメラ）を開発し、多くの 地点で河川
状況を確認することで従来の⽔位情報だけでは伝わりにくい「切迫感」を共有し、円滑な避難
を促進。

県管理区間

国管理区間

上流部市街地

②

河川管理
施設

②

①

①

①

支川
上流部等

上流部山間部

河川管理
施設

設置が容易で低コストな河川監視
カメラを開発中。スマートフォン
等で水位情報とともに、カメラ情
報をリアルタイムで提供。

①無線式簡易型河川監視カメラ

屋外に容易に設置可能でかつ、電源・通信ともに
ワイヤレスで運用可能なカメラ

 主に商用電源の確保が難しい山間部等への設
置や通信網有線）の整備が難しい支川上流部
や県管理区間等への設置を推進し、中小河川等
の画像（映像）情報の充実化。

 将来的に有線通信網等を整備した際には、有
線カメラとしても 使用可能。

➁有線式簡易型河川監視カメラ

屋外に容易に設置可能でかつ、初期導入コストが
安価なカメラ

 商用電源や通信（有線）の確保できる箇所に設
置し、河川 の状況等を監視し、映像情報の充
実化。

 河川管理施設（排水機場や樋門等）に設置し、
ゲートの稼 働状況や水位変動や安全確認等、
広い範囲を監視（広角120°以上）する必要が
ある、施設監視カメラ等として設置を 想定。

鈴⿅川⽔系 14基

雲出川⽔系 10基

櫛⽥川⽔系 9基

宮川⽔系 4基

合計 37基

＜三重河川国道事務所管内＞

（R2.3月末設置） 58
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【鈴鹿川】簡易型河川監視カメラ 配置予定箇所（国管理河川）

⑧内部 右0.2km+8.5m

③鈴鹿 左14.6km+75.2m

番  号 名　　　　　称 所　　在　　地
① 鈴鹿川河口部 0.2 左岸 四日市市石原町
② 磯津橋 1.4 左岸 四日市市塩浜町
③ 内部川合流点 2.8 左岸 四日市市塩浜町
④ 三重亀山鈴鹿川本郷橋（県） 4.3 左岸 四日市市貝塚町
⑤ 鈴鹿大橋 5.0 左岸 四日市市河原田町
⑥ 鈴鹿出張所鉄塔 5.8 左岸 四日市市河原田町
⑦ 高岡水位観測所 6.4 右岸 鈴鹿市一の宮町
⑧ 甲斐町流況 9.6 右岸 鈴鹿市甲斐町
⑨ 定五郎橋（県） 11.2 左岸 鈴鹿市上野町
⑩ 三重亀山鈴鹿川防災ＳＴ 11.8 右岸 鈴鹿市庄野町
⑪ 庄野橋（県） 13.0 右岸 鈴鹿市庄野東
⑫ 案楽川合流点 14.8 右岸 鈴鹿市平野町
⑬ 平和橋（県） 15.9 右岸 鈴鹿市和泉町
⑭ 菅内排水ひ門 18.5 右岸 鈴鹿市国分町
⑮ 亀山大橋（県） 19.7 右岸 鈴鹿市菅内町
⑯ 鹿島橋（県） 20.8 右岸 亀山市阿野田町
⑰ 亀山水位観測所 22.8 右岸 亀山市海本町
⑱ 鈴鹿川派川河口部 0.3 右岸 四日市市楠町南五味塚
⑲ 新五味塚橋 1.3 右岸 四日市市楠町南五味塚
⑳ 五味塚橋 1.7 右岸 四日市市楠町南五味塚
㉑ 南川水位観測所 3.1 右岸 四日市市楠町南川
㉒ 内部川橋梁（ＪＲ） 1.0 右岸 四日市市内堀町
㉓ 河原田水位観測所 2.0 右岸 四日市市河原田町
㉔ 内部橋 3.1 右岸 四日市市釆女町
㉕ 川崎水位観測所 3.0 左岸 亀山市田村町
㉖ 河原田排水機場 3.5 左岸 四日市市貝塚町

位　置
CCTV

①鈴鹿0.2左

②鈴鹿1.4左

③鈴鹿2.8左

④鈴鹿4.3左

⑤鈴鹿5.0左

⑥鈴鹿5.8左

⑦鈴鹿6.4右

⑧鈴鹿9.6右

⑨鈴鹿11.2左

⑩鈴鹿11.8右

⑪鈴鹿13.0右

⑫鈴鹿14.8右

⑬鈴鹿15.9右

⑭鈴鹿18.5右

⑮鈴鹿19.7右

⑯鈴鹿20.8右
⑰鈴鹿22.8右

⑱鈴派0.3右

⑲鈴派1.3右⑳鈴派1.7右

㉑鈴派3.1右

㉒鈴内1.0右
㉓鈴内2.0右

㉔鈴内3.1右

㉕鈴安3.0左

㉖鈴鹿3.5左

➁鈴鹿 右10.8km+74.9m

④鈴鹿 左20.8km+45.0m

⑥鈴鹿 左24.6km-78.6m

⑤鈴鹿 左22.2km-59.0m

①鈴鹿 左9.0km+9.6m

⑩内部 左4.8km+70.2m

⑪内部 左6.0km+89.0m

⑨内部 右3.4km+17.7m

⑫安楽 左0.0km-36.3m

⑭安楽 右2.0km-11.1m

⑬安楽 右1.0km-7.7m

⑦派川 左1.6km+18.4m

③鈴鹿 左14.6km+75.2m

⑧内部 右0.2km+8.5m

河川監視カメラ（CCTV）
河川監視カメラ（簡易型

<凡例>

番  号 河川名 所　　在　　地
① 鈴鹿川 左岸 9.0km+9.6m 鈴鹿市山辺町
② 鈴鹿川 右岸 10.8km+74.9m 鈴鹿市甲斐町
③ 鈴鹿川 左岸 14.6km+75.2m 鈴鹿市中冨田町
④ 鈴鹿川 左岸 20.8km+45.0m 亀山市南鹿島町
⑤ 鈴鹿川 左岸 22.2km-59.0m 亀山市御幸町

⑥ 鈴鹿川 左岸 24.6km-78.6m 亀山市布気町
⑦ 鈴鹿川派川 左岸 1.6km+18.4m 四日市市楠町北五味塚
⑧ 内部川 右岸 0.2km+8.5m 四日市市内堀町
⑨ 内部川 右岸 3.4km+17.7m 四日市市釆女町
⑩ 内部川 左岸 4.8km+70.2m 四日市市貝家町
⑪ 内部川 左岸 6.0km+89.0m 四日市市南小松町
⑫ 安楽川 左岸 0.0km-36.3m 鈴鹿市中冨田町
⑬ 安楽川 右岸 1.0km-7.7m 鈴鹿市小田町
⑭ 安楽川 右岸 2.0km-11.1m 亀山市田村町

簡易型河川監視カメラ
位　置

鈴鹿川 18 6 24
鈴鹿川派川 4 1 5
内部川 3 4 7
安楽川 1 3 4

計 26 14 40

簡易型河川
監視カメラ

計
　　　 種目
河川名

CCTV



【雲出川】簡易型河川監視カメラ 配置予定箇所（国管理河川）

①雲出0.1右

②雲出2.9右
③雲出3.9右

④雲出4.0左

⑤雲出5.0左

⑥雲出5.2右

⑦雲出6.0右

⑧雲出6.8左

⑨雲出7.4左

⑩雲出7.9右

⑪雲出8.3左

⑫雲出9.2左

⑬雲出9.5左

⑭雲出10.6右

⑮雲出10.7左

⑯雲出11.1右

⑰雲出12.7右
⑱雲出13.8右

⑲雲出15.5右

⑳雲出17.6右

㉑雲古0.4右

㉒雲古1.1右

㉓雲古2.1右

㉔雲中0.0右

㉕雲中1.0右

㉖雲中2.0右

㉗雲中3.0右

㉘雲中3.5右

㉙雲中4.2右

㉚雲波0.0右㉛雲波1.0右

㉝雲波2.5左

㉜雲波2.1右

㉞雲波3.8左

①雲出 左岸2.4km-43.2m

③雲古 右岸2.4km+13.7m

➁雲出 左14.0km-50.0m

⑥中村 右岸3.8km+75.0m(川裏)

⑤中村 右岸3.8km+75.0m(川表)

⑦中村 左岸4.6km-41.5m

④中村 左岸1.4km+6.2m

⑧波瀬 右岸1.23km+51.5m

⑩波瀬 左岸4.0km+23.0m

⑨波瀬 左岸3.4km-126.9m

番  号 河川名 所　　在　　地
① 雲出川 左岸 2.4km-43.2m 津市香良洲町
② 雲出川 左岸 14.0km-50.0m 津市庄田町
③ 雲出古川 右岸 2.4km+13.7m 津市香良洲町
④ 中村川 左岸 1.4km+6.2m 松阪市嬉野天花寺町
⑤ 中村川 右岸 3.8km+75.0m（川表） 松阪市嬉野堀之内町

⑥ 中村川 右岸 3.8km+75.0m（川裏） 松阪市嬉野堀之内町
⑦ 中村川 左岸 4.6km-41.5m 松阪市嬉野島田町
⑧ 波瀬川 右岸 1.23km+51.5m 津市一志町其村
⑨ 波瀬川 左岸 3.4km-126.9m 津市一志町田尻
⑩ 波瀬川 左岸 4.0km+23.0m 津市一志町井関

簡易型河川監視カメラ
位　置

雲出川 20 2 22
雲出古川 3 1 4
中村川 6 4 10
波瀬川 5 3 8

計 34 10 44

CCTV
簡易型河川
監視カメラ

計
　　　 種目
河川名

河川監視カメラ（CCTV）
河川監視カメラ（簡易型

<凡例>
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【櫛田川】簡易型河川監視カメラ 配置予定箇所（国管理河川）

②櫛田1.4右

③櫛田2.3左

④櫛田3.2右

⑤櫛田4.1左

⑥櫛田5.4左 ⑦櫛田5.6右

⑧櫛田7.8左

⑨櫛田8.2左

⑩櫛田10.4右

⑪櫛田10.5左
⑫櫛田10.5左

⑬櫛田10.5右

⑭櫛田10.5右

⑮櫛田10.6左

⑯櫛田11.3左

⑰櫛田12.2左

⑱櫛田12.9左

⑲櫛田13.6左

⑳櫛田14.4右

㉑櫛田16.9左 ㉒櫛佐1.0右

㉓櫛佐1.6右

㉔櫛佐3.0右

㉕櫛佐3.9右

➁櫛田 左3.6km-16.4m

①櫛田 右2.4km+22.4m

③櫛田 右7.6km-57.2m

④櫛田 右13.2km-1.0m

⑦櫛田 右18.2km+1.5m

⑤櫛田 左15.2km+16.7m

⑧櫛田 右18.2km+1.5m

⑥櫛田 右16.2km+66.8m
⑨佐奈 右5.0km-94.6m

【左岸監視】

①櫛田0.1右

番  号 河川名 所　　在　　地
① 櫛田川 右岸 2.4km+22.4m 松阪市東久保町
② 櫛田川 左岸 3.6km-16.4m 松阪市新屋敷町
③ 櫛田川 右岸 7.6km-57.2m 松阪市早馬瀬町
④ 櫛田川 右岸 13.2km-1.0m 多気町荒蒔
⑤ 櫛田川 左岸 15.2km+16.7m 松阪市阿波曽町
⑥ 櫛田川 右岸 16.2km+66.8m 多気町三疋田
⑦ 櫛田川 右岸 18.2km+1.5m 多気町鍬形
⑧ 櫛田川 右岸 18.2km+1.5m（左岸監視） 多気町鍬形
⑨ 佐奈川 左岸 5.0km-94.6m 多気町五桂

簡易型河川監視カメラ
位　置

櫛田川 21 8 29
佐奈川 4 1 5

計 25 9 34

CCTV
簡易型河川
監視カメラ

計
　　　 種目
河川名

河川監視カメラ（CCTV）
河川監視カメラ（簡易型

<凡例>
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①宮川0.2右

②宮川0.6左

③宮川1.1右

④宮川2.4左

⑤宮川3.4右

⑥宮川4.4左

⑦宮川5.1左

⑧宮川5.3左

⑨宮川5.3左

⑩宮川6.0左

⑪宮川6.2右

⑫宮川6.9左

⑬宮川7.5右

⑭宮川8.3右

⑮宮川9.0左

⑯宮川10.1右

⑰宮川11.6左

⑱宮勢0.8左

⑲宮勢0.8左

⑳宮勢0.8左

㉒宮勢0.8左・右

㉑宮勢0.8左

㉓宮勢0.8左・右
㉔宮勢1.4右

㉕宮勢2.1左

㉖宮勢3.0左

㉗宮勢4.5右

㉘宮勢4.8左

㉙宮勢5.1左

㉚宮勢5.7左

㉛宮五2.2右

㉜宮五2.6右

①宮川 左1.6km-1.0m

➁宮川 左6.4km-197.7m

③宮川 左8.6km-74.9m

④宮川 左11.4km-27.5m

番  号 河川名 所　　在　　地
① 宮川 左岸 1.6km-1.0m 伊勢市樫原町
② 宮川 左岸 6.4km-197.7m 伊勢市小俣町宮前
③ 宮川 左岸 8.6km-74.9m 伊勢市中須町
④ 宮川 左岸 11.4km-27.5m 玉城町岩出

簡易型河川監視カメラ
位　置

宮川 16 4 20
勢田川 13 - 13
五十鈴川 2 - 2
大湊川 1 - 1

計 32 4 36

CCTV
簡易型河川
監視カメラ

計
　　　 種目
河川名

河川監視カメラ（CCTV）
河川監視カメラ（簡易型

<凡例>
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②大規模水害を想定した排水計画の作成

 早期浸⽔解消のための「排⽔ポンプ設置箇所」、「排⽔ポンプ⾞進⼊経路」等を考慮した排⽔
計画を河川ごとに検討し、「排⽔計画準備図集」を作成。

 今年度以降は、関係機関と共有の上、関係機関管理の排⽔施設（樋⾨・⽔⾨等）の⾮常操作等
について調整予定。

排⽔作業対象ブロックと
排⽔作業箇所を地図上に表⽰

排⽔作業実施地点の
詳細情報、現場写真

現場へのアクセスルート、
注意事項

排水計画準備図集

三重河川国道事務所
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③水害リスクラインによる水位情報の提供

 国⼟交通省では洪⽔時の⽔位予測精度の⾼度化を進めるとともに、予測結果等を元に災害の切
迫性を分かり易く伝える取組の⼀つとして、上流から下流まで連続的に洪⽔の危険度が分かる
【⽔害リスクライン】による⽔位情報の提供を開始。

 三重県内では、鈴⿅川、雲出川、櫛⽥川、宮川⽔系にて運⽤開始。

http://www.river.go.jp/portal/#80
※川の防災情報より移動

三重河川国道事務所
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③水害リスクラインによる水位情報の提供

 ⽔害リスクラインは、概ね200m毎の⽔位の実況・予測⽔位と堤防⾼の⽐較により左右岸別に
上流から下流まで連続的に洪⽔の危険度を表⽰可能なシステムであり、河川のどの区間が危険
な状況にあるのかを視覚的に確認が可能。

 実況の危険区間に加えて6時間先までの予測⽔位に応じた危険区間を確認でき、事前に優先的
に避難情報を発令する地区等を把握可能。

 危険区間に加えて越⽔・溢⽔、堤防決壊時の浸⽔想定区域も確認が可能。

三重河川国道事務所



④SNS・AI技術を活用した住民避難・水防活動支援プロジェクト 実証訓練概要

66

日 時：令和元年9月13日(金) 14：00～16:00

会 場：伊勢市防災センタ－、宮川右岸4.2k 他

参加団体：三重県、伊勢市、LINE株式会社、AI防災協議会、一般財団法人河川情報センター
(FRICS)、国立研究開発法人防災科学技術研究所(NIED)、国立研究開発法人情報
通信研究機構(NICT)、株式会社ウェザーニューズ(WNI)、ボイスアップラボ株式会社、
国土交通省水管理・国土保全局、中部地方整備局、三重河川国道事務所

出 席：鈴木伊勢市長 他 訓練参加者：約200名

開催概要

鈴木伊勢市長

ねぇ、クローバ
伊勢市の防災情報

につないで！

AIアシスタント（Clova）を活用した高齢者等の避難支援

勢⽥川では、避難判断⽔位を超えてお
り、現在も⽔位は上昇しています。
お住まいの地区には、避難準備・⾼齢
者等避難開始が発令されています。
避難所、〇〇が開設されていますので、
速やかに避難を始めてください。

SNS、AIの新技術を活用した
避難情報のLINE発信や被害現
場の写真をリアルタイムで共
有化していくシステムはすば
らしいもので実用化に向けて
期待していきたい。

（鈴木市長ブログより）

【目的】「住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト」
の一環として、伊勢湾台風から60年を機に、三重県伊勢市をフィールドとして、情報を
発信する行政（国土交通省・三重県・伊勢市）とSNS、AI技術を有する企業、研究機関
等12機関が連携し、河川情報等の提供の充実を図り、住民の自らの避難行動や円滑
な水防活動を支援することを目的とした現場実証を実施。

【内容】 １）高齢者等の避難支援 （LINEを活用した逃げなきゃコール）
２）円滑な水防活動支援

目的・内容

危機管理型
水位計横断図

LINE等を活用した水防団・河川管理者からの現地情報の収集
LINE版防災チャットボット「SOCDA」を

活用した防災情報の提供

訓練開会式



２）逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難⾏動のための取組
（２）円滑かつ迅速な避難に資する施設整備に関する事項

・防災気象情報の改善

令和元年度の取組事項
今後の取組予定

Tsu Meteorological Office

気象庁
国土交通省

津地方気象台

津地方気象台
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１.台⾵強度予報の５⽇先までへの延⻑について

 平成31年3⽉14⽇12時以降、最初に発⽣した台⾵から、これまで3⽇先まで発表し
ている強度予報（中⼼気圧、最⼤⾵速、最⼤瞬間⾵速、暴⾵警戒域等）を5⽇先ま
でに延⻑して発表。

 気象庁の発表する台⾵予報は、進路・強度ともに5⽇先までの予報（図1）。
 暴⾵域に⼊る確率情報も、これまでの3⽇先までから5⽇先までに延⻑（図2、3）。

平成３１年３⽉１４⽇実施

図1 気象庁ホームページの表⽰イメージ 図3 台⾵の暴⾵域に⼊る確率（地域ごとの時間変化）のイメージ

図2 台⾵の暴⾵域に⼊る確率（分布図）のイメージ
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２.「危険度分布」とリスク情報の重ね合わせ表⽰ついて
 気象庁ホームページの洪⽔及び⼟砂災害に関する「危険度分布」に洪⽔浸⽔想定区

域や⼟砂災害警戒区域等のリスク情報を重ね合わせて表⽰できるよう改善した。

令和元年１２⽉２４⽇実施

洪⽔浸⽔想定区域
を重ね合わせ

ボタンで切替

ボタンで切替

⼟砂災害警戒区域
等を重ね合わせ
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３.”気象”×”⽔害・⼟砂災害”情報マルチモニタについて

 リアルタイムの⼤⾬の危険度と併せ、⾃分が住んでいる場所の危険性も同時に確認
できるよう、「危険度分布」やハザードマップ等の個別のページにアクセスしなけ
ればならない⼀覧性の乏しい現状を関係者と連携して改善した。
（掲載アドレス：http://www.river.go.jp/portal/#85 中部版）

※防災気象情報の伝え⽅に
関する検討会の共同事務
局である国⼟交通省⽔管
理・国⼟保全局の取り組
みの成果。

令和元年６⽉頃実施
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４. 「危険度分布」の通知サービスについて

 ⼟砂災害や洪⽔災害からの⾃主避難の判断に役⽴てていただくための「⼤⾬・洪⽔
警報の危険度分布」について、速やかに避難が必要とされる警戒レベル４に相当す
る「⾮常に危険（うす紫）」などへの危険度の⾼まりをプッシュ型で通知するサー
ビスを、気象庁の協⼒のもとで、５つの事業者のうち４事業者が実施。

 通知サービスでは、ユーザーが登録した地域の危険度が上昇したとき等に、スマー
トフォンのアプリやメール等でプッシュでお知らせ。

 ⼟砂災害や洪⽔災害等から避難が必要な状況となっていることにすぐに気付くこと
ができるようになり、⾃主的な避難の判断に活⽤していただくことが期待される。

令和元年７⽉１０⽇から順次実施
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５.その他の取組事項

 ⼤⾬警報（⼟砂災害）・注意報、洪⽔警報・注意報の発表基準の⾒直し（令和元年
５⽉２９⽇） ※⼤⾬警報（浸⽔害）・注意報の発表の基準値の変更なし

 最新の⽔害資料による⼤⾬警報（浸⽔害）・注意報、洪⽔警報・注意報の妥当性の
確認及び必要な⾒直し作業の実施（継続中）

 ⼟砂災害警戒情報、指定河川洪⽔予報、気象警報等の各種防災気象情報について、
警戒レベルとの対応付けを明確にして発表（令和元年５⽉２９⽇）

今後の取組予定

 ⼤⾬警報（⼟砂災害）・注意報、洪⽔警報・注意報の発表基準の⾒直し（継続）
 最新の⽔害資料による⼤⾬警報（浸⽔害）・注意報、洪⽔警報・注意報の妥当性の

確認及び必要な⾒直し作業の実施（継続）
 本川の増⽔に起因する内⽔氾濫（湛⽔型の内⽔氾濫）の表⽰の改善（新規）
 熱帯低気圧の段階から5⽇先までの台⾵進路・強度予報の提供（新規）
 記録的短時間⼤⾬情報の改善（新規）

津地方気象台
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5）⼟砂災害に対する警戒避難体制を充実・強化するための取組
・⼟砂災害に対する警戒避難体制の整備

令和元年度の取組事項
今後の取組予定

津地方気象台
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１.「⼤⾬警報（⼟砂災害）の危険度分布」の⾼解像度化について 令和元年６⽉２７⽇
実施

 市町村の避難勧告等や住⺠の避難⾏動の 判断に⼀層活⽤できるよう「⼤⾬警報（⼟
砂災害）の危険度分布」を 現⾏の5kmメッシュ単位から1kmメッシュ単位に⾼解像
度化を実施。

 ⼟砂災害警戒情報を発表する（継続）
 ⼟砂災害危険度情報を適時周知する（継続）
 ⼟砂災害情報提供システム・気象庁HP により、危険度情報を発信する（継続）
 市の防災担当者へホットライン（継続）
 ⼟砂災害警戒情報の基準（CL）の⾒直し（新規）
 ⼤⾬特別警報（⼟砂災害）の新たな基準値を設定（新規）

今後の取組予定
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鈴⿅川⽔系周辺の減災の為の取組状況について

○要配慮者利⽤施設における避難計画の策定
実施主体︓鈴⿅市，市内の要配慮者利⽤施設
主な内容︓

・平成２９年６⽉１９⽇に⽔防法（及び⼟砂災害防⽌法）が
改正され，洪⽔・⼟砂災害の危険がある要配慮者利⽤施設の
避難確保計画の策定が義務化された。
・鈴⿅市の対象施設は４９施設から５９施設となり，計画の
策定状況は，５７施設（策定率︓９６．６％）【令和２年４
⽉１⽇現在】

○鈴⿅市河川防災センターにおける⼟のう訓練
実施主体︓三重県建設業協会 鈴⿅⽀部【鈴⿅市参加】
実施場所︓河川防災センター，市内地区市⺠センター
内容 ︓出⽔期を前に⽔害対策のための⼟のう作成訓

練及び⼟のう配備箇所⼀⻫点検を実施
開催⽇︓令和２年６⽉２２⽇

避難確保計画のイメージ
写真は令和元年度のもの
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【内容】
・避難情報発令時の災害警戒レベルの付加
・立ち退き避難（水平避難）と
屋内安全確保（垂直避難）の明記

・洪水浸水想定区域公表に伴う
避難情報発令区域等の整理

・危機管理型水位計及び流域雨量指数に基づく
避難情報発令判断方法の変更

・土砂災害（特別）警戒区域の指定に伴う
避難情報発令区域等の整理

令和２年度第１回鈴⿅川外・雲出川外・櫛⽥川外・宮川外⼤規模氾濫減災協議会
取組事例

１ 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの改訂

【概要】
洪水浸水想定区域の公表、内閣府の避難勧告等のガイドライン改訂等に伴い、

避難情報発令時の災害警戒レベルの付加、屋内安全確保等を盛り込んだ避難勧
告等の判断・伝達マニュアルの改訂を令和元年６月に行った。

菰野町
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【設置予定箇所】
・田口川 １か所
・田光川 ２か所
・杉谷川 ２か所
・焼合川 １か所
・朝明川 ３か所
・海蔵川 ２か所
・竹谷川 １か所
・鳥居道川１か所
・三滝川 ３か所
・金渓川 ２か所
・赤川 １か所 計１９か所

令和２年度第１回鈴⿅川外・雲出川外・櫛⽥川外・宮川外⼤規模氾濫減災協議会
取組事例

２ 河川監視カメラの設置

【概要】
町が避難情報を発令するための情報源とするとともに、住民らが自ら避難行

動をとるための情報発信方法のひとつとして、町内の河川に河川監視カメラを
設置しカメラ映像を公開する予定である。

菰野町
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● 自主防災組織の強化・活性化 （防災課所管）

町内全地区（38地区）で自主防災組織（区）が結成されています。

地域づくり支援事業により役場全職員が地区の担当に分かれて、

災害時における被害の防止または軽減を図るため

『地区災害時行動計画書』を作成。

地区災害時行動計画書 全38地区作成済み

南伊勢町
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●水位標設置 （建設課所管）

令和元年度の事業として町内4つの河川に水位標を設置しました。（古和川・村山川・五ヶ所川・神津佐川）

この水位標は、護岸天端から3.0ｍ（赤・黄・白）の帯状の標を設置することで一目で水位が分かることができる
ため各区（住民）からも評判がいい。（工事費：約400,000円/箇所）

令和2年度は、押渕川（押渕）、中の谷川（船越）、河内川（河内）、大江川（大江）の４河川に設置予定。

二級河川 古和川 二級河川 五ヶ所川

L
=
3

.0
m

L
=
1

.0
m

L
=
1

.0
m

L
=
1

.0
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水位標

南伊勢町
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⽇時︓令和２年５⽉２４⽇（⽇）予定
場所︓鈴⿅川勧進橋上流左岸河川敷

その他の取組 ⻲⼭市

⽔防訓練
梅⾬や台⾵の本格的なシーズンを前に、⽔防

に関する知識や技術、基本的な⽔防⼯法の作成
要領を習得し、⾵⽔害発⽣時に迅速な活動がで
きるよう、⽔防訓練を実施予定。

●

●

椋川カメラの運⽤
椋川周辺の浸⽔にかかる円滑な対応を⾏うた

め、平成３０年度に排⽔ポンプ⽔位電極の設置
並びに河川の状況及び隣接道路の状況の視認⽤
監視カメラを設置。
令和元年度より本格的な運⽤を実施している。

総合防災マップの作成
前述の洪⽔ハザードマップに加え、防災マップ（避難所等の位置等）、⼟砂災害、ため池、地震

ハザードマップ等を全て網羅した総合的な防災マップを令和２年度に作成。
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その他の取組

防災カメラでの情報周知

・早めの自主避難に繋げるため、町内に設置している防災カメラ
映像を、リアルタイムの画像として、町ＨＰに掲載し、目で見る情
報を提供しています。

防災訓練の実施

【消防団】

四日市市消防職員指導により、土の積み
工法等について水防訓練を実施しました。

【自主防災組織】

町内全域の自主防災組織により、避難所
開設に向けた初動体制の訓練を実施しま
した。

川越町

81



２）洪水被害軽減のための水防活動等を迅速・的確に行う取組

１０．量水標の設置

地域の住民や消防団等が水位の状況を確認できるように、量水標・水位計の設置や水位を
示すペイントの実施。

危機管理型水位計を設置

一級河川 佐田川
一級河川 垣内川
一級河川 谷杣川
二級河川 岩田川

岩田川 （河口から ３.７ ｋ付近）

◇ 令和 元年度設置数 ： ４箇所
（設置時期：Ｒ１年１２月～Ｒ２年２月）

津建設事務所
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１３ 危機管理型水位計及び量水標等の整備

・水防団等が現地の出水状況を確認できるように危機管理型水位計や量水標を設置しました。

１）円滑かつ迅速な避難のための取組

危機管理型水位計設置イメージ危機管理型水位計 設置箇所

度会郡
南伊勢町泉 地内

水位計設置状況

H30設置箇所

１８箇所

Ｒ1設置箇所

１６箇所

伊勢建設事務所
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１３ 簡易型河川監視カメラの整備

・水防団等が現地の出水状況を確認できるように簡易型河川監視カメラの設置を行います。

１）円滑かつ迅速な避難のための取組

簡易型河川監視カメラ設置イメージ

監視カメラ設置イメージ

映像で河川氾濫の危険性が直接認識でき、より切迫感が伝わり、住民の避難行動に繋
がる有効な手法であることから、従来の河川監視カメラより、機能を限定した低コストで設
置容易な簡易型河川監視カメラを令和２年度に水位周知河川（宮川、五十鈴川、大内山
川、外城田川）に設置する方向で検討しています。

昼間の画像 夜間の画像

静止画像を５分毎に
自動更新

「川の水位情報」
https://k.river.go.jp

伊勢建設事務所
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〜松阪市防災ビジョン「災害時の⼈的被害ゼロ」を⽬指して〜

【重点項⽬④：その他減災に係る取組⽅針の項⽬】
【松阪市防災システム・被災者台帳システムの構築】
平成30年度に災害時の状況把握や情報分析等を⾏

う「防災情報システム」と、災害後の被災者⽣活再建⽀
援業務を管理する「被災者台帳システム」の2種類のシス
テムを構築した。
防災情報システムでは、タイムライン管理や事案への対

応状況、各部局間での情報共有、避難所の管理等を
⾏っており、庁内各部局間での連携が強化された。

【IP無線機の配備】
松阪市では移動系防災⾏政無線を所

有しているが、合併前のそれぞれの旧市・
町が配備したものであり、本庁と各地域振
興局間で相互通話ができない等の課題が
あった。
そこで、平成30年度より携帯電話会社

の回線等を使⽤する「IP無線機」を新たに
150台配備した。
各地域振興局や地区市⺠センター、避

難所（学校）、消防団等に配備しており、
災害時の調整や停電時の情報伝達等が
円滑に⾏えるようになった。

松阪市
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危機管理型水位計の設置

○令和元年度 危機管理型水位計設置箇所

・令和元年度 15基設置
汁谷川 菱川
箕曲瀬川 鮫川
小木川 馬瀬川
小林排水路 朝川支川
北部幹線 中島排水路
清水川 亀谷郡川
小田古川 滝倉川
大倉川

汁谷川

※令和元年度 15基設置

菱川 箕曲瀬川

鮫川

小木川

馬瀬川

小林排水路

朝川支川

北部幹線

中島排水路

清水川

亀谷郡川

大倉川

滝倉川小田古川
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老朽化した親局・子局、個別受信機、の更新

更新期間 令和元年度から令和３年度

概算事業費 約３億５千万円

事業内容 親局 1局 子局 7局

個別受信機 4,800台（全戸無償配布）

87

取組③ 防災行政無線の更新

【デジタル化】 〔R元年度～〕

玉城町
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度会町

④その他減災に係る取組⽅針の項⽬

• ⾬量計を町内２か所へ新設し、既存の⾬量計と合わせて、
町ホームページにより⾬量情報を配信しています。
※国・県設⾬量計と合わせて町内７か所を表⽰しています。



【参考】 広報誌の紹介（鈴鹿市：広報すずか） 参考：鈴鹿市
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【参考】 広報誌の紹介（鈴鹿市：広報すずか） 参考：鈴鹿市
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【参考】 広報誌の紹介（鈴鹿市：広報すずか） 参考：鈴鹿市
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【参考】 広報誌の紹介（鈴鹿市：広報すずか） 参考：鈴鹿市
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【参考】 広報誌の紹介（伊勢市：広報いせ） 参考：伊勢市
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【参考】 広報誌の紹介（伊勢市：広報いせ） 参考：伊勢市
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【参考】 広報誌の紹介（伊勢市：広報いせ） 参考：伊勢市
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⑥洪水を安全に流すためのハード対策
危機管理型ハード対策
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機関名 タイトル

玉城町 準用河川外城田川の整備

松阪建設事務所 堆積土砂撤去の取組事例

津建設事務所 洪水氾濫を未然に防ぐための取組（河床掘削）

伊勢建設事務所 洪水氾濫を未然に防ぐ対策（河川改修）



取組④ 準用河川外城田川の整備 〔R元年度～〕

〇外城田川流域治水整備計画
平成29年の台風21号洪水における床上浸水の減少を目標に、
外城田川の整備計画を作成した。

当面の対応策
・市街地の溢水発生個所の流下能力の向上（河道掘削）
・洪水の逆流対策等の実施（フラップゲートなど）
・パラペット等による堤防の嵩上
・ソフト対策（避難計画の作成、水位計の活用、ため池の事前放流など）

〇緊急自然災害防止事業債の活用

・整備計画に基づく河道掘削、護岸補強（R元年度・２年度）

玉城町
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４）河川管理者等が実施する防災施設の整備

・優先的に対策が必要な堤防整備や河道掘削などの洪水を安全に流すためのハード対策

撤去箇所については、県と市、町で優先度を協議しながら選定します。

堆積土砂撤去の取組事例 （令和元年度実施 一級河川宮川）

施工前 施工後

堆積土砂を撤去し
流下能力を確保

松阪建設事務所
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４）河川管理者等が実施する防災施設の整備

・優先的に対策が必要な堤防整備や河道掘削などの洪水を安全に流すためのハード対策

撤去箇所については、県と市、町で優先度を協議しながら選定します。

堆積土砂撤去の取組事例 （令和元年度実施 一級河川桧原谷川）

施工前 施工後

堆積土砂を撤去し
流下能力を確保

松阪建設事務所
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令和元年度
安濃川水系（安濃川他6河川）

河川堆積土砂撤去工事

堆積土砂・木竹草を撤去し、
従前の流下能力を確保。

１６．洪水氾濫を未然に防ぐ対策（河床掘削）

施工前

施工後

二級河川 安濃川
二級河川 岩田川
二級河川 志登茂川
二級河川 穴倉川
二級河川 横川
二級河川 中ノ川
二級河川 田中川

・堆積土砂撤去量 総計 ３０，１２０㎥

令和２年度予定
二級河川 安濃川
二級河川 岩田川
二級河川 田中川
二級河川 横川
二級河川 北大谷川
二級河川 美濃屋川

・堆積土砂撤去量 総計 ２２，４００㎥

「箇所選定の仕組み」に基づいて、毎年、掘削箇所の優先度を関係市町と協議しながら土砂撤去を実施。

３）越水が発生した場合でも堤防決壊までの時間を少しでも伸ばし避難時間を確保するための
取組や洪水氾濫を未然に防ぐための取組

一級河川安濃川
（河口から4.4k付近)

津建設事務所
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令和元年度
雲出川水系（雲出川他４川）

河川堆積土砂撤去工事

堆積土砂・木竹草を撤去し、
従前の流下能力を確保。

３）越水が発生した場合でも堤防決壊までの時間を少しでも伸ばし避難時間を確保するための
取組や洪水氾濫を未然に防ぐための取組

１６．洪水氾濫を未然に防ぐ対策（河床掘削）

「箇所選定の仕組み」に基づいて、毎年、掘削箇所の優先度を関係市町と協議しながら土砂撤去を実施。

一級河川雲出川
（河口から24.4k付近)

一級河川大村川
（雲出川合流から5.2k付近)

一級河川 雲出川
一級河川 長野川
一級河川 榊原川
一級河川 大村川
一級河川 八手俣川

・堆積土砂撤去量 総計 １２，０５０㎥

令和２年度予定
一級河川 長野川
一級河川 八手俣川
一級河川 伊勢地川
一級河川 名張川

・堆積土砂撤去量 総計 ６，０００㎥

施工前

施工後

津建設事務所
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２２ 洪水氾濫を未然に防ぐ対策（河川改修）

・計画的な河川改修を実施します。

河道拡幅による必要流下能力の確保

102

３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組

R1施工箇所
伊勢市楠部町地内

【着手前】

五十鈴川

五十鈴川

【完成】

位置図

伊勢建設事務所



⑦異常豪雨の頻発化に備えたダムの取組
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機関名 タイトル

蓮ダム管理所 令和元年8月台風第10号における蓮ダムの防災操作状況



令和元年度 蓮ダム洪水結果
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蓮ダム管理所


